










韓国」（以下，ASEAN＋３）地域枠組みが中心的な役割を担い，現在（2006 年 9 月）ま
でに 17 分野・48 協議体で東アジア地域協力関係が創出された。東アジアという新しい地
理的概念を具体化した地域協力の拡大を伴いながら，地域内の政治的交流が増大し，地域
共同体の創設が将来ビジョンとして浮上している。地域主義の台頭と地域形成を視野に，














第 3 の目的は，COE-CAS データと定量分析モデルの国際政治学への適用可能性である。






































































































































































































































































































































マレーシア，タイ，フィリピン，シンガポールの ASEAN 先発加盟 5 カ国，カンボジアと

































の外国訪問回数（A 国の B 国への訪問回数，B 国の A 国への訪問回数の合計値），質量に
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Ⅰ－3－1 第１段階 「政治経済的距離」の推定 
 1980 年以降，2004 年までの 25 年間の日本，中国と ASEAN 主要国（カンボジア，ヴ









は 89 年の天安門事件を境に，近隣外交に傾斜し，さらに 92 年鄧小平の南巡講話を境に，




 GDP 感応度についても，日中のパラメーターは好対照をなす。日本は自国の 1 人当り
の GDP に高い感応度パラメーターを示し，中国は日本とは逆に他国の感応度パラメータ
ーが高くなっている。 











































































































































































































図 3 日本／東アジア・政治経済距離  




































































無視しうるほどの水準にとどまっている。1980 年以降の 25 年間で，日本の首相の東
アジア（ASEAN10 カ国と中国，韓国）・米国訪問回数は合計 120 回のうち，4 分の１
に相当する 31 回が米国訪問であり，米国との政治交流が常態化している。ASEAN10























































項目名 カテゴリー名 ｎ カテゴリースコア 平均値 変数選択：○,非選択：×
1対米首脳外交・有 14 0.03 0.13 〇
2対米首脳外交・無 22 -0.02 -0.13
1ASEAN加盟国 29 0.31 0.19 〇
2非ASEAN加盟国 7 -1.27 -0.95
1対中首脳外交・有 17 -0.13 0.11 ×
2対中首脳外交・無 19 0.12 -0.15
1民主制 16 0.07 -0.18 ×
2非民主制 20 -0.05 0.09
1市場経済 33 -0.11 -0.04 〇
2非市場経済 3 1.22 0.12
1結合度強（平均超） 33 0.04 -0.04 ×
2結合度弱（平均未満） 3 -0.45 0.14
定数項 36 (0.03)
注：決定係数（R）は0.82，P値（0.106＊10マイナス8乗）, 判定(***,1%有意）
    　偏相関順位は、1位 市場経済（0.57），2位 （0.69），3位 対中首脳外交（0.37）の順
　　ゴシックは変数選択可能な項目
表3　中国　政治経済距離要因　カテゴリースコア（数量化１類）
項目名 カテゴリー名 ｎ カテゴリースコア 平均値 変数選択：○,非選択：×
1対米首脳外交・有 15 0.58 1.01 〇
2対米首脳外交・無 21 -0.41 -0.36
1ASEAN加盟国 28 0.08 0.09 ×
2非ASEAN加盟国 8 -0.27 0.63
1対中首脳外交・有 17 -0.05 0.03 〇
2対中首脳外交・無 19 0.05 0.36
1民主制 16 0.11 0.01 ×
2非民主制 20 -0.09 0.37
1市場経済 32 -0.27 -0.07 〇
2非市場経済 4 2.12 2.44
1結合度強（平均超） 28 -0.04 0.11 〇
2結合度弱（平均未満） 8 0.13 0.56
定数項 36 0.21
注：決定係数（R）は0.59，P値（0.140＊10マイナス4乗）, 判定(***,1%有意）




































































































地域システム内の「中心・周辺（準周辺）」分析では，Galtung，Wallerstein, Snyder & 
Kick，Smith＆White，Rossem など，70 年代の研究を中心に豊富な先行研究がある。これら




















































































































































































)(   (1) 
 
)( kvfC ： kv 国の中心性 
)( kvijf ： kv 国が仲介する i , j 国間の交流量 
ijf ： i , j 国間の交流量 
ただし， i＜ j  
km
m





















































数中心性）とは異なる結果が得られる。表 4および図 8～10 は交流分野別で各国の中心性
を計測した結果である。中心性が大きくなるほど，ネットワーク全体を制御する潜在的能
力が大きくなり，0に近づくほど，域内交流から孤立している状況を示す。 
 85 年，95 年，2004 年（いずれも単年度）のフロー中心性計測結果（国・分野別）を総










(ⅱ) 95 年以降の中国の中心性上昇 













































































































図 7-1 1985 年フロー中心性(首脳交流) 
図 7-2 1995 年フロー中心性(首脳交流) 
図 7-3 2004 年フロー中心性(首脳交流) 
図 9 1995 年フロー中心性 
図 10 2004 年フロー中心性 
図 8 1985 年フロー中心性 
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3-3 主成分分析 
 表 5，6 の主成分より，固有ベクトルが 0.8 以上で各国の主成分得点に相対的に大きな影
響を与える因子は，以下のようになる。 
・85 年 
第 1 主成分：武器輸出，軍事，貿易 
第 2 主成分：人の移動，条約 
・95 年 
第 1 主成分：武器，貿易，国際通信，知の協働 
第 2 主成分：人の移動，条約 
・2004 年 
第 1 主成分：国際通信，知の協働 
第 2 主成分：人の移動，条約 
・2004 年(参考値) 
第 1 主成分：映画，知の協働，通信，インターネット 













のが，図 11，12，13，14 である。 
























 表 4 のフロー中心性の推移から推測すると，韓国の中心性変動は，映画,インターネット
など非政治経済分野の上昇が大きな要因になっている。日本の東アジア軸のマイナス移動
と米国軸へのシフトは，貿易の中心性が後退する一方で，軍事交流，知の協働といった米




































図 11 1985 年主成分得点分布(バリマッ
クス回転済み) 
図 12  1995 年主成分得点分布 
(バリマックス回転済み) 
図 13  2000 年主成分得点分布 
(バリマックス回転済み) 




(1) 1985 年 
0.16122)X0.027(0.3915)X0.029(0.41 ++=Y  
R(重相関係数)＝0．572，有意確率＝0．013 
(2) 1995 年 
0.15422)X0.033(0.4719)X0.031(0.43 ++=Y  
R(重相関係数)＝0．645，有意確率＝0．013 
(3) 2004 年 
 R(重相関係数)＝0．678，有意確率＝0．007 





時点では，第 1主成分，第２主成分の偏回帰係数が逆転する。さらに 2004 年では，第２主
成分の偏回帰係数でもとくに標準化係数は 0.526 に上昇し，第 1主成分の係数との格差を
拡大している。 

























































































きた経緯がある。二国間 FTA が各国間の差別を助長し，WTO など多国間貿易規律に悪影響を及ぼす「スパゲッティボ
ール現象」，「躓き石効果」，「近隣窮乏化効果」に対し，FTA による多国間貿易秩序形成への促進効果に注視したのが，











(3) 「新しい地域主義」の用語は 1990 年代後半から多用されているが，国家から多様なアクター，個から共同体，地




    また，本稿と視点を共有する理論は，ネットワーク概念にもとづくものだが，点と点を結ぶベクトルと集合である
ネットワークと物理的広がりを持つ地域概念の整合性が，懸案の課題となっている。地域と関係性を連動させる視
点では, 「類似性による地域概念と関係性による地域概念」〔山影 1999：297－303〕ほか，「関係による支配」〔古田 
1994：51~70〕のネットワーク論的概念も示唆に富むが，本稿では，政治交流の数量分析に主眼を置きながら，境界
変動を重視し，ネットワーク論的枠組から一線を画して，分析を試みたことを付言して置く。 

















(7)  二国間の貿易シェア数値から，世界貿易に占めるシェアの影響を取り除いた数値。たとえば，A国から B国へ輸
出額が，B 国の輸入に占めるシェアは，B 国の貿易にとって A国の重要さを表す。しかし，A国が世界貿易に占める
 35
シェアも，B国にとっての A国の重要さに影響を及ぼす。B国に占める A国の貿易シェアを，A 国の世界貿易シェア

























と役割を重視する[安田 2001：96],[金光 2003：105―108,132]。 
(11) 表中の国名は，以下の略号を使用した。日本 JPN，中国 CHI，韓国 KOR,インドネシア IDN, マレーシア MAS，
シンガポール SIN, タイ THI，ブルネイ BUR，カンボジア CAM，ラオス LAO，ミャンマー MYA，ヴェトナム VET，
米国 USA，豪州 AUS，ニュージーランド NZ，ロシア（旧ソ連）RUS，モンゴル MON。 
(12) 政治交流と軍事交流は重力モデルと同様に,東南アジア調査会編『東南アジア要覧』1981～1991 年度版,『東南
アジア月報』1992～2002 年各月号を中心にデータ化し,2002 年 12 月以降は Lexis Nexis (online)および各国政府の
ホームページより首脳訪問記録を検索,収集した。条約交流本数は各国条約集を集計した。共著論文は,ISI 社のオン
ライン・データベース Web of science から検索，集計した。 
(13) COE―CAS「地域関係度解析プロジェクト」の研究成果は，毛里和子,森川裕二編『東アジア共同体の構築 4 図説
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